
（注）　個別あっせんは含まず。
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（第１表） 調整事件取扱件数の推移
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（第２表） 調整事件取扱状況
令和3年12月31日現在

小計 解決 打切 取下 繰越 移管

31(R1) 6 (1) 6 0 5 0 1 0 0 0 13 (1) 7

R2 2 (1) 2 0 1 0 1 0 0 0 7 (1) 5

R3 3 (1) 3 1 2 0 0 0 0 0 10 (1) 7

（注）　（　）内は、前年からの繰越分で内数。
（注）　個別あっせんは含まず。
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（第３表） 調整事件月別申請状況
令和3年12月31日現在

区分 労側 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

年別 使側 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

労側 2 1

使側 1 1

労側 1

使側

労側 1

使側 1
R3 2

31(R1)

計

R2 1

5



（第４表）　　調整事項別取扱状況（新規係属分）
令和3年12月31日現在

1 a

b

c

　　賃金増額 d

　　一時金 1 e

　　諸手当 3 f

　　その他賃金に関するもの 1 g

　　退職一時金・年金 h

　　解雇手当・休業手当 i

　　労働時間 j

　　休日・休暇 1 k

　　作業方法の変更 l

　　定年制 m

　　その他の労働条件 n

　　事業休廃止・事業縮小 o

　　企業合併・営業譲渡 p

　　人員整理 q

　　配置転換 r

　　解雇 3 1 s

　　その他の経営・人事 1 t

2 u

1 1 1 v

w

4 2 x

17 2 4

5 1 2

（注） 調整項目が複数にわたる事件があるため、合計と新規申請件数は
     必ずしも一致しません。
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（第５表）　調整事件一覧表
令和3年12月31日現在

組合
員数

申   請
年月日

従業
員数

申請者

28

R2.3.24

【追加申請】

R2.7.1

236 労

28 R3.3.26

111 労

19 R3.7.14

1 使

※組合員数欄の（　）内は、組合が２以上の企業にまたがって組織されている場合の当該企業における組合員数。

※所要日数は、あっせん員指名から終結までの日数。

28日

　あっせん申請
　あっせん員指名
　事務局調査
　事務局調査
　事務局調査　
　打切り（不応諾）

3
|
2

運送業 その他 0

榊原

太田

横山

3. 7.

7.
8.
8.
8.

14

26
4
6

10

630日
2
|
1

3
|
1

学術研究、
専

門・技術サー
ビス業

解雇
団交促進
その他

3

板垣

楠本

別所

26

7
15
20
19
 4

　あっせん申請
　あっせん員指名
　事務局調査
　事務局調査
　第1回あっせん
　第2回あっせん
　第3回あっせん（打切り）

193日

3. 3.

4.
4.
5.
7.

10.

調整
回数

調整事項
あっせ
ん員

所要
日数

調整経緯

2.

3.

3.

3.
5.
7.
7.
9.

11.
1.
5.
7.

10.
12

　あっせん申請
　事務局調査
　あっせん員指名
　あっせん員指名
　事務局調査
　第1回あっせん
　第2回あっせん
　第3回あっせん
　第4回あっせん
　あっせん員の指名を変更
　第5回あっせん
　第6回あっせん
　第7回あっせん（協定書締結）

24

25
21
2

30
23
11
19
31
29
19
9

事件
番号

学術研究、
専

門・技術サー
ビス業

団交促進

【追加申請】
一時金

7

吉田
大塚
成瀬

（𠮷川）
高林

業種


